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 それぞれのマンションに規定される

管理規約 管理細則

 それぞれのマンションと管理会社で契約された事項

管理委託契約

 それぞれの区分所有者が分譲会社との間で契約された事項

マンション分譲契約時に定められたアフターサービス等
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 区分所有法に規定された事

区分所有法四条で「数個の専有部分に通ずる廊下又は階
段室その他構造上区分所有者の全員又はその一部の共用に
供されるべき建物の部分は、区分所有権の目的とならない
ものとする。２ 第一条に規定する建物の部分及び附属の
建物は、規約により共用部分とすることができる。」

 管理規約で規定された事

それぞれのマンションの規約で定められた事項

 区分所有法に規定された事

区分所有法四条で「数個の専有部分に通ずる廊下又は階
段室その他構造上区分所有者の全員又はその一部の共用に
供されるべき建物の部分は、区分所有権の目的とならない
ものとする。２ 第一条に規定する建物の部分及び附属の
建物は、規約により共用部分とすることができる。」

 管理規約で規定された事

それぞれのマンションの規約で定められた事項
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マンションを運営するうえで

管理組合ってどういう仕組みに
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〔管理組合〕
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各種業者

清掃・点検

修理・工事

理事会運営 理事長さんの年間
スケジュール（例）

理事会運営 理事長さんの年間
スケジュール（例）

※1年目
（6月総会の場合 例）

3月 次期役員 理事長 就任打診

6月 定時総会 引継作業

印鑑 通帳 設計図書等の引継や

保管場所の確認

名簿類や各種連絡先の確認

理事会内の役割分担の確認

口座や各種登録先の名義変更

議事録掲示、配布

※1年目
（6月総会の場合 例）

3月 次期役員 理事長 就任打診

6月 定時総会 引継作業

印鑑 通帳 設計図書等の引継や

保管場所の確認

名簿類や各種連絡先の確認

理事会内の役割分担の確認

口座や各種登録先の名義変更

議事録掲示、配布

7月 消防設備点検 6ヶ月毎 ※

点検報告書の確認・受領

10月 貯水槽清掃※

点検報告書の確認・受領

11月 消防訓練 ※

12月 次年度の事業計画及び管理委託契約の

内容の検討

※実施時期はマンション毎に異なる

その他 エレベーター等の設備点検あり



理事会運営 理事長さんの年間
スケジュール（例）

理事会運営 理事長さんの年間
スケジュール（例）

※2年目
（6月総会の場合 例）

1月 消防設備点検（総合）※

総合点検は1年毎※

点検報告書の確認・受領

3年に1回消防署への報告義務※

2月 管理委託契約に係る重要事項の説明

3月 次期役員 理事長 就任打診

予算案 事業計画案の検討

４月 管理事務の報告を受領

※実施時期はマンション毎に異なる

その他 エレベーター等の設備点検など有り
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3年に1回消防署への報告義務※

2月 管理委託契約に係る重要事項の説明

3月 次期役員 理事長 就任打診

予算案 事業計画案の検討

４月 管理事務の報告を受領

※実施時期はマンション毎に異なる

その他 エレベーター等の設備点検など有り

5月 定時総会準備

監事の会計監査の実施

会場の手配

引継資料の整理

6月 定時総会開催

2週間前までに開催案内と議案書の配布
（管理規約）

出席者数及び委任状数は成立要件を

満たしているか確認

議事録作成

議事録掲示、配布

理事会運営 理事長さんの
1ヶ月（例）

理事会運営 理事長さんの
1ヶ月（例）

◯月5日 理事会の開催通知配布

※理事会開催日の2週間前までに通知（管理規約に規定）

◯月12日 ・前回の管理状況報告の内容確認

・入退去 駐車場など共用部管理契約状況確認

・収支・資産状況 滞納者リスト及び督促状況確認

・保守点検・修繕工事など実施状況の確認

・見積もりや支払予定費用の確認

◯月20日 理事会開催

◯月21日 理事会議事録作成・議事録署名捺印・役員回覧

◯月25日 翌月の点検や作業予定の確認

◯月28日 理事会議事録の掲示・配布

◯月5日 理事会の開催通知配布

※理事会開催日の2週間前までに通知（管理規約に規定）
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◯月20日 理事会開催

◯月21日 理事会議事録作成・議事録署名捺印・役員回覧

◯月25日 翌月の点検や作業予定の確認

◯月28日 理事会議事録の掲示・配布



役員について役員について

◯役員資格

区分所有者 居住要件 区分所有者の配偶者や親族 代理出席

◯役職

理事長 副理事長 会計担当理事 理事 監事

◯外部専門家の活用

役員としての活用

・理事、監事外部専門家又は理事長外部専門家型

外部管理者としての活用

・外部管理者理事会監督型 ・外部管理者総会監督型

◯役員資格

区分所有者 居住要件 区分所有者の配偶者や親族 代理出席

◯役職

理事長 副理事長 会計担当理事 理事 監事

◯外部専門家の活用

役員としての活用

・理事、監事外部専門家又は理事長外部専門家型

外部管理者としての活用

・外部管理者理事会監督型 ・外部管理者総会監督型

管理費管理費

（標準管理規約での使用用途より）

一管理員人件費

二公租公課

三共用設備の保守維持費及び運転費

四備品費、通信費その他の事務費

五共用部分等に係る火災保険料、

地震保険料その他の損害保険料

（標準管理規約での使用用途より）

一管理員人件費

二公租公課

三共用設備の保守維持費及び運転費

四備品費、通信費その他の事務費

五共用部分等に係る火災保険料、

地震保険料その他の損害保険料

六経常的な補修費

七清掃費、消毒費及びごみ処理費

八委託業務費

九専門的知識を有する者の活用に要
する費用

十管理組合の運営に要する費用

十一その他第32条に定める業務に要
する費用（次条に規定する経費を除
く。）

◯建物の共用部分 敷地 付属施設等 の管理費用



修繕積立金修繕積立金

（標準管理規約での使用用途より）

一一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕

二不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕

三敷地及び共用部分等の改良又は変更

四建物の建替え、建物の更新、建物敷地売却、建物取壊し敷地売却又は

取壊し（以下「マンション再生等」という。）に係る合意形成に必要と

なる事項の調査

五修繕積立金の管理及び運用

六その他敷地及び共用部分等の管理に関し、区分所有者全体の利益のた

めに特別に必要となる管理

（標準管理規約での使用用途より）

一一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕

二不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕

三敷地及び共用部分等の改良又は変更

四建物の建替え、建物の更新、建物敷地売却、建物取壊し敷地売却又は

取壊し（以下「マンション再生等」という。）に係る合意形成に必要と

なる事項の調査

五修繕積立金の管理及び運用

六その他敷地及び共用部分等の管理に関し、区分所有者全体の利益のた

めに特別に必要となる管理

修繕積立金は、管理費の不足分を補うのに使用するものではなく、別会
計で 区分されるべきものです

計画修繕工事の実施や不慮の事故等に備えて、積立保管をして活用する
必要があります。

修繕積立金の目安修繕積立金の目安

マンションの修繕積立金に関するガイドラインでの
専有面積あたりの修繕積立金額の目安 （令和６年６月改定分）



マンションのライフサイクルマンションのライフサイクル

 建物設備の経年劣化

 適切な管理と所有者の責任

 いつか必要になる建物の除却

 建物設備の経年劣化

 適切な管理と所有者の責任

 いつか必要になる建物の除却

マンションのライフサイクル２マンションのライフサイクル２

※30年程度の周期で繰り返し

建
替
え
や
解
体
除
却

マンションの建替えか修繕かを判断するためのマニュアル より



近年改定及び制定された
マンション管理についての情報
近年改定及び制定された

マンション管理についての情報

 令和4年3月改定 マンション敷地売却ガイドライン

 令和4年4月開始 マンション管理計画認定制度

 令和4年3月 マンションの建替えに向けた合意形成に関するマニュアル

 令和4年3月 マンション建替えか修繕かを判断するためのマニュアル

 令和4年12月施行 民法改正

 令和6年6月改訂 マンションにおける外部管理者方式に関するガイドライン

 令和6年6月改訂 マンションの修繕積立金に関するガイドライン

 令和6年6月改訂 長期修繕計画作成ガイドライン・標準様式

 令和7年10月改正 マンション標準管理規約

 令和8年4月1日施行 改正 区分所有法

 令和4年3月改定 マンション敷地売却ガイドライン

 令和4年4月開始 マンション管理計画認定制度

 令和4年3月 マンションの建替えに向けた合意形成に関するマニュアル

 令和4年3月 マンション建替えか修繕かを判断するためのマニュアル

 令和4年12月施行 民法改正

 令和6年6月改訂 マンションにおける外部管理者方式に関するガイドライン

 令和6年6月改訂 マンションの修繕積立金に関するガイドライン

 令和6年6月改訂 長期修繕計画作成ガイドライン・標準様式

 令和7年10月改正 マンション標準管理規約

 令和8年4月1日施行 改正 区分所有法

改正区分所有法と
標準管理規約

改正区分所有法と
標準管理規約

 令和7年5月23日 改正区分所有法 成立

 令和8年4月1日 改正区分所有法 施行

 令和7年10月 マンション標準管理規約改正

「大きな変更点」

・出席者多数決 議決の要件 招集通知議案の要領の明記

・議決権行使者と招集通知について

・所在等不明区分所有者 管理不全専有部 それら管理人

 令和7年5月23日 改正区分所有法 成立

 令和8年4月1日 改正区分所有法 施行

 令和7年10月 マンション標準管理規約改正

「大きな変更点」

・出席者多数決 議決の要件 招集通知議案の要領の明記

・議決権行使者と招集通知について

・所在等不明区分所有者 管理不全専有部 それら管理人



改正区分所有法と
管理規約変更の注意点
改正区分所有法と

管理規約変更の注意点

 管理規約の変更を義務付けられてはいないものの、管理組合にとっては改正
区分所有法と照らし合わせた複雑な判断が必要となるため、速やかに改正さ
れた標準管理規約に準拠した管理規約の変更を行うことが極めて望ましいと
考えています。

☆施行より前に対応（招集通知の発送）

2026年4月1日より前に管理規約改正決議（2026年4月1日発効）
総区分所有者および議決権総数の4分の3以上（旧区分所有法での手続き）

・・・2026.4.1改正区分所有法施行・・・
☆施行のあとに対応（招集通知の発送）

2026年4月1日より後に管理規約改正決議（即時発効）
出席者（実際の出席者＋議決権行使者＋委任状）の4分の3以上
定足数は総区分所有者及び議決権総数の過半数

 管理規約の変更を義務付けられてはいないものの、管理組合にとっては改正
区分所有法と照らし合わせた複雑な判断が必要となるため、速やかに改正さ
れた標準管理規約に準拠した管理規約の変更を行うことが極めて望ましいと
考えています。

☆施行より前に対応（招集通知の発送）

2026年4月1日より前に管理規約改正決議（2026年4月1日発効）
総区分所有者および議決権総数の4分の3以上（旧区分所有法での手続き）

・・・2026.4.1改正区分所有法施行・・・
☆施行のあとに対応（招集通知の発送）

2026年4月1日より後に管理規約改正決議（即時発効）
出席者（実際の出席者＋議決権行使者＋委任状）の4分の3以上
定足数は総区分所有者及び議決権総数の過半数

マンション管理計画認定制度マンション管理計画認定制度



マンション管理計画認定制度
認定基準

マンション管理計画認定制度
認定基準

周南市マンション管理適正化
推進計画

令和６年３月策定済

周南市マンション管理適正化
推進計画

令和６年３月策定済



マンション管理適正化診断サービス
はいかがでしょう。
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 令和8年4月1日 区分所有法の施行実施

 マンション管理士による外部管理者制度の拡充

https://www.nikkanren.org/

 マンション管理士による外部管理者制度に特化した

マンション管理組合への全国的なサポート組織の拡充

日管連管理組合サポートセンター（NKS）
https://nikkanren-ks.jp/
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